
遺言者本人が全文・日付・氏名
を自書及び捺印する
ただし、相続財産目録等の記載
は自書でなくてもよい

遺言者本人の判断により、自宅
で保管または法務局に預ける

必要

（法務局に預けた場合、
検認は不要）

不要

・無効な遺言書になりにくい

・紛失や改ざんのおそれがない

・公証人が出張して作成するこ
とが可能

・長期間適正に保管し、紛失な
どのおそれがなくなる

・作成費用がかからない

・作成に手間がかからない

・内容に不備があると無効になる
可能性がある

・自宅保管の場合、紛失や改ざん
のおそれがある

・自宅保管の場合、相続人に発見
されないことがある

遺言者が公証人に遺言の趣
旨を口授し、公証人が書面
にする

原本は公証役場において
厳重に保管される

我が家を誰にどのように残したいかなど、「もしも」の後に関する自分の意

思や想いを確実にご家族に託すためには、「遺言書」の作成をお勧めします。

法律に則って作成された遺言書の記載は、法定相続のルールにも優先します。

遺言書の紛失や改ざんを防ぐには、法務局に預けたり、公正証書として作成し

たりといった方法があります。

遺言書には、自筆証書遺言、公正証書遺言、秘密証書遺言などいくつかの形

式があります。このうち、自筆証書遺言と公正証書遺言について、その違いを

表に示しました。

作成方法

保管方法

家庭裁判所の
検認

自筆証書遺言

特徴

遺言のほかにも、ご自身の死後の手続（葬儀・埋葬の実施、諸費用の支払い、遺
品整理など）を他の人に任せることができる「死後事務委任契約」があります。特
に、身寄り・相続人がいない方や、親族に頼ることが難しい方は、この契約により、
生前から「もしも」の時に備えることができます。

公正証書遺言

遺言書 ～きちんと伝えたい、大切な人へのメッセージ～

どちらにする？～自筆証書遺言と公正証書遺言～

ご相談は、お近くの司法書士にご連絡ください。


	スライド 28

